


































法と政治 69巻 2号Ⅰ (2018年 8月) 161(589)
(１) 神野直彦『財政学〔改訂版]』(有斐閣, 2012年) 149頁。
(２) 神野・前掲151頁。
(３) 神野・前掲149頁。
(４) Josef Isensee, Steuerstaat als Staatsform, in : Festschrift Hans Peter
Ipsen, 1977, S. 409. 藤谷武史「国家作用と租税による費用負担」法律時報
88巻 2 号 (2016年) 4 , 6 頁。
(５) いわゆる給付行政活動のみならず, 規制行政における許認可等の付与






































162(590) 法と政治 69巻 2号Ⅰ (2018年 8月)
(６) 島村健「国家作用と原因者による費用負担」法律時報88巻 2 号 (2016
年) 16, 17頁。
(７) 碓井光明『要説自治体財政・財務法［改訂版]』 (学陽書房, 1999年)
157頁は, それぞれの特殊法分野における法原則や条理を探求するほかな
いとする。













係が問題となった旭川市国民健康保険事件 (最高裁平成18年 3 月 1 日判
















法と政治 69巻 2号Ⅰ (2018年 8月) 163(591)
(９) 佐藤幸治『日本国憲法論』(成文堂, 2011年) 530頁。












































164(592) 法と政治 69巻 2号Ⅰ (2018年 8月)
(11) 清宮四郎『憲法Ⅰ』(有斐閣, 1979年) 261頁以下。
(12) 小嶋和司『憲法概観』(良書普及会, 1987年) 508頁。
(13) 佐藤・前掲531頁以下。
(14) 長谷部恭男『憲法〔第 7版]』(新世社, 2018年) 362頁。
(15) 坂本昌成『憲法理論Ⅰ〔補訂第 3 版]』(成文堂, 2000年) 304頁以下。
(16) 例えば, 発電用原子炉にかかる原子炉設置許可 (原子炉等規制法43条
の 3 の 5 第 1 項) の申請のための手数料は, 1,070万3,900円である (同法
75条 1 項 2 号, 同法施行令65条 1 項別表 1第30)。また, 食品衛生法に基
づく総合衛生管理製造過程の承認 (同法13条 1 項) の手数料は23万9,700円











用料 (225条), 旧慣使用 (238条の 6 ) にかかる使用料及び加入金 (226
条),「特定の者のため」にされる事務にかかる手数料 (227条) を挙げ,











法と政治 69巻 2号Ⅰ (2018年 8月) 165(593)
20万2,600円 (同法施行令10条) である。
(17) 兵藤広治『財政会計法』(ぎょうせい, 1984年) 41頁, 槙重博『財政
法原論』(弘文堂, 1991年) 70頁。
(18) 地方自治法施行規則15条の別記の中に, 分担金と並べて掲げられてい
る。受益者負担金 (道路法61条, 海岸法33条, 河川法70条など), 原因者
負担金 (道路法58条, 下水道法18条の 2 , 河川法67条など), 損傷者負担
金 (下水道法18条など) がある。
(19) 地方公営企業による給付については料金を徴収することができる (地
方公営企業法21条 1 項)｡ 地方公営企業は地方自治法にいう「公の施設」
に当たるので,「公の施設の利用」にかかる「使用料」として条例主義の
規律を受ける (碓井・前掲書154頁)。たとえば兵庫県病院事業の設置等に
関する条例 (昭和41年条例 5号) は, 病院の利用につき利用者から料金を
徴収する旨を定めた ( 3 条 1 項) うえで, 料金額については健康保険法76









































166(594) 法と政治 69巻 2号Ⅰ (2018年 8月)
(21) 村上順／白藤博行／人見剛 (編) 『基本法コンメンタール地方自治法』
(日本評論社, 2011年) [前田雅子〕272頁。






























法と政治 69巻 2号Ⅰ (2018年 8月) 167(595)
(23) 芝池義一『行政法読本［第 4版]』(有斐閣, 2016年) 46頁以下。
(24) 曽和俊文「地方公共団体の訴訟」杉村敏正 (編) 『行政救済法 2』(有









































168(596) 法と政治 69巻 2号Ⅰ (2018年 8月)
(25) 東京高裁平成15年 2 月19日判決判時1825号75頁。
(26) 今村成和「行政法上の不当利得」民商36巻 2 号 (1957年) 19, 21頁。
(27) 最高裁昭和49年 3 月 8 日判決民集28巻 2 号186頁
第三節 不当利得法の可能性
行政法学においては一般に, 行政活動は公行政活動と私経済行政 (私行


























法と政治 69巻 2号Ⅰ (2018年 8月) 169(597)
(28) 芝池・読本16頁, 塩野宏『行政法Ⅰ［第 6版]』(有斐閣, 2015年) 10
頁。



































170(598) 法と政治 69巻 2号Ⅰ (2018年 8月)
(30) 参照, 高柳信一「公法, 行政行為, 抗告訴訟」同『行政法理論の再構
成』(岩波書店, 1985年) 71, 77頁以下 (初出1969年)。
(31) 塩野・前掲書34頁。
(32) 加藤雅信『事務管理・不当利得・不法行為［第 2版]』(有斐閣, 2005
年) 37頁以下。
(33) 芝池・前掲行政法総論32頁。ドイツにおいては, 公法上の不当利得法
にあたる公法上の Erstattungsanspruch の法的根拠について, 法律による
行政の原理に求める説, 慣習法としての行政法の一般原則であるとする説,
超実定法的な Erstattungsprinzip の現れとする説などがあり, 民法不当利
得法の類推適用だとは (少なくとも今日では) 考えられていないようであ
る。Hartmut Maurer /Christian Waldhoff, Allgemeines Verwaltungsrecht, 19.






























法と政治 69巻 2号Ⅰ (2018年 8月) 171(599)
(35) 公物の不法占用者に対する地方公共団体の不当利得返還請求権が認め









































172(600) 法と政治 69巻 2号Ⅰ (2018年 8月)
(38) 四宮・前掲書 4頁以下。
(39) 参照, 四宮・前掲書 7頁, 加藤・前掲書 4頁。
(40) 四宮・前掲書 7頁。
(41) 四宮・前掲書25頁, 加藤・前掲書14頁。
(42) もっとも, 事務管理制度は沿革上は利害調整機能が第一義であり, 違
法性阻却機能はあとから生じたものであるとの指摘がある。窪田充見 (編)
『新注釈民法(15)』(有斐閣, 2017年。以下「注民」という｡) 3 , 37以下
[平田健治]。
人の意思と利益を基準とする管理義務 (民法697), 通知義務 (699条),
管理継続義務 (700条), 状況及び結果報告義務 (701条による645条の準
用), 受け取り物引き渡し義務 (701条による646条の準用), 金銭消費責
任 (701条による647条の準用) が課せられる。反対に, 本人には, 有益費
用の
(43)














も法律行為でもよいし, 保存行為 (民法103条 1 号) のみならず処分行為













(45) 四宮・前掲書13頁, 加藤・前掲書 8頁。

















































































法と政治 69巻 2号Ⅰ (2018年 8月) 175(603)





であるようにも見えるが, この点は深入りしない (Vgl. J vom Staudingers
Kommentar zum 	
 Gesetzbuch mit 
 und Neben-
gesetzen, Buch 2 Recht der S	

, 2015 (以下 Staudinger とい
う｡), Vorbemerkungen zu 677 ff., Rn. 116 ff. [Andreas Bergmann])。
(57) 芝池・読本 3頁。
(58) 例えば,「その不履行を放置することが著しく公益に反する」(行政代
執行法 2条) 行政上の代執行は, 公益のための行為であると同時に, 義務







































176(604) 法と政治 69巻 2号Ⅰ (2018年 8月)
(61) 近江幸治『民法講義Ⅵ事務管理・不当利得・不法行為［第 2版]』(成
文堂, 2007年) 9 頁, 我妻榮／有泉亨／清水誠／田山輝明 (著) 『コンメ




















び実質的オーナーであるとされる被告に対して, 廃掃法19条の 5 に基づ
き同廃棄物の撤去等を命ずる措置命令を発した。ところが被告が措置命令
を履行しなかったことから, 原告が廃掃法19条の 8 第 1 項に基づく行政
上の代執行として過剰保管廃棄物の処理等を行い, そのための費用である











法と政治 69巻 2号Ⅰ (2018年 8月) 177(605)
又ハ善良ノ風俗ニ反スルトキハ何等ノ効力ナキモノト解スヘキモノトス｣)。









































178(606) 法と政治 69巻 2号Ⅰ (2018年 8月)
(66) 判時1996号60頁。
生活環境を清潔にすることにより, 生活環境の保全及び公衆衛生の向上を
































































180(608) 法と政治 69巻 2号Ⅰ (2018年 8月)
(68) 参照, 北村喜宣「行政による事務管理 (二)」自治研究91巻 4 号 (2015
年) 28, 34頁。この判決に触れる行政法学説にも, このような見方をとる
ものがある, 鈴木庸夫「自治体行政における事務管理」自治法規実務研究






























法と政治 69巻 2号Ⅰ (2018年 8月) 181(609)
(69) 平田健治「判批」私法判例リマークス39号 (2009年) 34, 36頁。
(70) 平田・前掲37頁。




(72) 北村・前掲「行政による事務管理 (二)」35頁, 阿部泰隆『行政法解
釈学Ⅰ』(有斐閣, 2008年) 574頁, 鈴木・前掲10頁。
(73) 最高裁昭和41年 2 月23日判決民集20巻 2 号320頁, 宇賀克也『行政法





























































法と政治 69巻 2号Ⅰ (2018年 8月) 183(611)
(76) かつて, 公法契約の可能性と自由性という議論があった (柳瀬良幹
「公法上に於ける契約の可能及不自由」同『行政法の基礎理論』(清水弘
文堂書房, 1968年) 1 巻219頁 (初出1936年))。公法契約の可能性をめぐ
































































(80) 四宮・前掲書22頁, 加藤・前掲書10頁, 近江・前掲書 8頁。
(81) 警察官については警察官職務執行法 3条 1項が保護義務を定めている。
消防吏員については警察官職務執行法に相当する法律は存在しないが,
(82) 注民30頁〔平田]。消防法 1 条が法律目的として「国民の生命, 身体




























(85) 鉱業法 (明治38年法律45号) 20条。
(86) 鉱業登録令 (明治38年勅令183号) 13条 2 号。
(87) もっとも, 本件では本来被告が負担すべき登録税を国が支払っている














































186(614) 法と政治 69巻 2号Ⅰ (2018年 8月)
いと思われるからである。
(88) 参照, 北村喜宣「行政による事務管理 (一)」自治研究91巻 3 号 (2015
年) 33, 36頁。
(89) 四宮・前掲書20頁
(90) 最高裁昭和59年 3 月23日判決民集38巻 5 号475頁 (新島砲弾漂着事件)
は, 警察官職務執行法 4条 1項の権限が基本的には「公共の安全と秩序の
























法と政治 69巻 2号Ⅰ (2018年 8月) 187(615)






















































188(616) 法と政治 69巻 2号Ⅰ (2018年 8月)




























法と政治 69巻 2号Ⅰ (2018年 8月) 189(617)
(96) 行旅病人及行旅死亡人取扱法 (明治32年法律93号) によれば, 行旅病












































190(618) 法と政治 69巻 2号Ⅰ (2018年 8月)
平成27年度現行自治六法速報版 (2015年) 2 頁以下。
(99) 北村・前掲「行政による事務管理 (三・完)」51頁以下 (｢そもそも行
政活動に関して民法上の事務管理規定を適用することができるのかが, 根
本的な問題として存在する｣) 。
(100) 北村・前掲「行政による事務管理 (一)」34頁, 同「行政による事務
管理 (二) 39頁, 同「行政による事務管理 (三・完)」30頁。
(101) 安本典夫「『都市再生』法制における行政手法の展開｣ 大阪学院法学






























ることも差支えないとされている (上述) ので, この点をもって行政によ
論
説

























































実施する」( 1 条 (一部省略)) ことについて定めている。その上で市が
行う事務管理の内容として年金の受け取り, 公共料金等の支払い, 日常生
活の管理 (預金の払戻し, 日用品等の購入) 等を挙げ ( 3 条各号),「市
は，前条に規定する事務管理を行うに当たっては，本人の意思を知ってい
るとき又は推知できるときは，その意思に従って事務管理を行うものとす



































































お わ り に
以上の検討によれば, 行政活動にかかる費用の支払いについて法律・条




















法と政治 69巻 2号Ⅰ (2018年 8月) 195(623)
(113) それに対して, ドイツ民法の事務管理制度については, 他人のための
事務処理行為における費用調整が契約ないし法律で終局的に規律されてい
ない場合には事務管理規定が援用され得る, との学説がある (Staudinger,




行為によって賄われているという意味で, 負担帰属法則違反型 (第 1 章





い, 介入行為の違法性が阻却されるという効果 (正統化効果) を伴うのに



























196(624) 法と政治 69巻 2号Ⅰ (2018年 8月)
(115) 四宮・前掲書203頁。
(116) 注民20頁。
(117) 平田健治「判批」私法判例リマークス39号 (2009年) 34頁。
(118) 参照, 注民14頁。
論説
法と政治 69巻 2号Ⅰ (2018年 8月) 197(625)
Zur Anwendbarkeit der 	

ohne Aufrag im Verwaltungsrecht
Tskashi NODA
Einleitung
I. Wer 		den Verwaltungsaufwand?
1. Gesetzliche Regeln
2. Zivilrechtliche Schuld
3. Insbesondere : Ungerechtfertigte Berechtigung
II. Die 	
ohne Auftrag (GoA) druch einen 	
	
1. Die Voraussetzungen und Rechtsfolgen der GoA
2. Toyota-Urteil
3. Die Urteilsbesprechungen
III. Sind die 	
 ohne Aufrag 
die Handlung der 
		anwendbar?
1. Zivilrechtliches Schrifttum
2. Verwaltungrechtliches Schrifttum
3. Fazit

